










































なっており、2004 年 7 月にプノンペン（カンボジア）からビエンチャン（ラオス）に引越
したばかりである。 
 メコン河委員会は、流域全体を対象として持続可能な開発を目的としている。そのため
に、デンマーク、スウェーデン、UNDP 等の支援によりローリングプラン方式の流域開発
計画、世界銀行、日本（国際協力機構）等の支援により水利用規則の策定が行われている
が、前者は作業が遅延しており、後者は水量と水質をどのように規制するかについての加
盟国間の合意が未形成の状況である。 
 今後の課題としては、流域開発計画と水利用規則の策定の他に、加盟国のデータ収集能
力の強化、カンボジア、ラオスの水資源政策立案促進、水質問題への本格的取り組み、中
国が上流で建設済・中のダムに対する対応、中国とミャンマーの加盟問題への対応、メン
バー国自身の全面的コミットと組織運営（現在も事務局長はドナー国国籍（ベルギー人））、
現在は協定に含まれていない土地資源管理に対する考え方の整理等が挙げられる。 
 日本は、米、仏と並ぶ最古参支援国であり、当該地域に対しては、地理的、歴史的理由
から継続的に強力な支援が必要である。日本にとっての今後の課題として、Japan Fund の
創設等による援助の増額や、ヨーロッパが EU を中心として相互協力体制を構築している
ように、パートナーを探しての当該地域に対する協力が挙げられる。 
（参考）メコン河委員会ホームページ http://www.mrcmekong.org/ 
（文責北野尚宏） 
